
○地域ケア会議は、多職種の連携によりケアマネジメントの質の向上を図るとともに、個別ケースの課題分析等の積み重ねにより地域課題を発見し、地域に必要な資源開
発や地域づくり、さらには政策形成につなげるものであり、地域包括ケアの実現に向けた重要なツールのひとつとして、平成27年度から介護保険法に位置付けられた。

○札幌市では、平成27年度から既存の会議を市・区・地区・個別レベルに再編。運営主体が一体となり各階層（レベル）ごとの地域ケア会議を実施することにより、それぞれ
の会議の機能を連動、循環させ、地域包括ケアの実現を目指している。

○個別地域ケア会議においては、専門職のアドバイザー派遣を受けられる仕組みを設け、多角的な視点での検討を行うことにより、自立支援・重度化防止に資するケアマ
ネジメント支援に向け取り組んでいる。

札幌市地域ケア会議推進事業 資料3-1

＜会議の機能＞

個別課題解決
地域課題発見
ﾈｯﾄﾜー ｸ構築

地域づくり・

資源開発

ﾈｯﾄﾜー ｸ構築

政策形成

■地域ケア会議で検
討する地域課題の
選定

■地域課題の検討を
行う地域ケア会議
の運営準備

■残された課題、好
事例、有効な解決
手法などを整理。
各階層の地域ケア
会議相互で共有

＜地域ケア会議の種別＞ ＜バックアップ機能＞

個別の
ケアマネジメント

事例提供

支援

在宅医療・介護
連携推進事業

生活支援
体制整備事業

生活支援
コーディネ－ター

協議体

認知症施策

連携

運営主体：札幌市介護保険課
■市レベルの地域課題の協議・好事例等の共有・普遍化

札幌市地域ケア推進会議

運営主体：地域包括支援センター・介護予防センター・区保健福祉課
■区レベルの地域課題の協議・好事例等の共有

運営主体：介護予防センター・地域包括支援センター・区保健福祉課
■地区レベルの地域課題の協議・好事例等の共有

地区地域ケア会議

区連絡会議
地区連絡会議

運営主体：地域包括支援センター

■医療・介護・福祉の専門職、民生委員、地域関係者などの連携による個別事例の

総合的な検討、地域課題の把握

アドバイザー派遣

区地域ケア推進会議
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1

88

127

221

298
283

239

3

40
58 59

86 86

0

50

100

150

200

250

300

H27 H28 H29 H30 R1 R2

個別地域
ケア会議
開催回数

アドバイ
ザー活用
回数

87 95 95 92 86
67

20
20 20 20

16

14

3
3 3 2

1

1

0

20

40

60

80

100

120

H27 H28 H29 H30 R1 R2

市地域ケア

推進会議

区地域ケア

推進会議

地区地域ケ

ア会議

【実績・評価】
・令和元年度末より、感染症拡大防止のため開
催中止の期間が断続的にあり、開催回数が減
少傾向にある。オンラインでの開催を拡大する
など、新たな実施方法を進めていくとともに、コ
ロナ禍における地域課題の把握、共有に向け
て取り組んでいくことが必要。

・個別地域ケア会議のうちアドバイザー活用割
合は増加傾向にある。多職種連携による検討、
自立支援・重度化防止に資する観点からの開
催が進んできている。



目
的

検討課題 課題の背景・要因
アド
バイ
ザー

検討結果 課題解決に向けた取組 成果
今後の課題
地域課題

自
立
支
援

外出頻度が
減少し、意
欲が低下し
ている

・コロナ感染予防のた
め老人クラブが休止
・首、両下肢に痛みや
痺れがある

理
学
療
法
士

≪アドバイザー≫
・できる範囲で身体を動かす必
要性があると見立て
・歩行や姿勢が安定する杖の使
用方法について助言

本人：スーパーまで歩いて
買い物に行くことを目標に
訪問リハビリの利用開始
ケアマネ：体調確認
予防センター：体操教室参
加勧奨

・目標達成のた
めにリハビリ継
続

・通いの場がコロ
ナで活動休止して
いるため、運動で
きる場が介護保険
サービス以外にな
い

自
立
支
援

３か月で体
重が10㎏減
少し、低栄
養状態であ
る

・コロナ感染予防のた
め閉じこもりがちな生
活になっている
・持病の血管炎の症状
が進行している

栄
養
士

≪アドバイザー≫
・目標摂取エネルギー、目標体
重を設定
・食事内容や間食、補食ついて
助言
・短時間でも散歩に出かけて気
分転換を図るよう助言

本人：食事摂取の必要性に
ついて意識
ケアマネ：本人の支援者に
会議内容の伝達
民生委員：日頃の体調確認

・約2か月で体
重が６ｋｇ増加

・コロナの影響に
よる高齢者の閉じ
こもりや社会参加
の場の縮小

自
立
支
援

食事の度に
むせてしま
う

・歯茎がやせて義歯が
合わなくなっている
・誤嚥性肺炎の既往歴
あり

歯
科
衛
生
士

≪アドバイザー≫
・歯科医の受診が必要であるこ
と、コロナ感染が拡大していて
も歯科医院では感染対策を徹底
していることを説明
・口腔内、義歯のケアの方法に
ついて助言

本人：歯科を受診する。ま
た、口腔機能以外にもむせ
の原因があるかもしれない
ため、主治医にも相談する
ケアマネ：セルフケア実施
状況の確認。必要に応じて
医療機関との調整を実施

・歯科を受診し
義歯の調整を実
施
・口腔内のアセ
スメント方法に
ついて、支援者
の学びになった

・口腔ケアが不十
分であることが原
因で全身に影響を
及ぼしている高齢
者が他にも存在し
ている可能性があ
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築

地域交流が
減少し、認
知機能の低
下が心配さ
れている

・コロナ感染予防のた
め外出を自粛し、通院
も途絶えている
・地区組織も見守り訪
問活動を自粛している

な
し

・通院の再開に向けて、通院先
とも連携をとりながら支援を行
う
・本人の支援者や親族が、適宜
本人の状況を共有し、緊急時に
対応できる連絡体制について確
認

ケアマネ：医療機関に本人
の現状報告及び受診再開に
向けての協力依頼
サービス事業所、親族等：
適宜本人についての情報共
有を実施

・通院再開には
至らず、訪問診
療の利用に向け
て調整
・親族と支援者
が相談できる体
制が構築された

・コロナの影響に
より地域全体の見
守り活動に支障が
生じている
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令和２年度 個別地域ケア会議実施結果（一部抜粋）



地
区

検討課題 課題の背景・要因 検討結果、課題解決に向けた取り組み 成果、今後に向けて

発
寒
北

コロナ禍にお
ける介護予防
活動の推進

・コロナの影響で通いの場が活動
を自粛している。活動したくても
場所がない
・活動自粛により、高齢者がフレ
イル状態に陥ることが懸念される

・感染対策を行いながら介護予防活動を行う
ための方法を検討 →通信型介護予防教室、
公園ラジオ体操会、ウォーキング会の実施、
公園でのミニ体力測定会

・地域が主体となり左記介護予防活動を実施
・感染拡大状況によっては屋外での活動も中
止せざるを得ない期間があり、停滞している
地区の介護予防活動については今後も検討が
必要

大
通

コロナ禍での
「住民の交流の
維持」「支援が
必要な高齢者の
把握」について

・感染者数の動向に関わらず、感
染の不安から通いの場が中止して
いる
・家族が本人の活動参加を止めて
いる場合もある
・地区での対面交流や見守り訪問
を実施できない。

・正しい感染防止対策を住民が理解する必要
がある →すこやか倶楽部にて、感染管理認
定看護師による講話を実施
・地区組織や地域住民に、関係機関の役割を
周知する必要がある →福まち通信にコロナ
禍での困りごとの相談に焦点を当てて役割周
知の記事を掲載

・講話を聞いた高齢者より、講話内容を家族
にも伝達
・民生委員から相談につながった事例あり。
今後も相談しやすい体制を定着させる

白
石

コロナ禍で通
いの場の活動
が休止し、高
齢者の心身に
影響がある

・高齢者が感染を恐れて、通いの
場への参加を控えている
・運営者も感染者が出た場合のこ
とを恐れ、活動を中止している

・通いの場の運営者同士が、コロナ禍ででき
ることについてグループワークで検討
・集えなくてもつながり続けることが通いの
場維持につながる旨を確認 →コロナ禍でも
つながる活動の促しとして、介護予防セン
ターよりセルフケア冊子を配布

・通いの場運営者のネットワークが構築し、
必要時に情報交換等を行えるようになった。
・活動を再開できない通いの場が多いため、
通いの場の活動が減少しても、高齢者がセル
フケアを取り組めるような支援が必要
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令和２年度 各地区地域ケア会議実施結果（一部抜粋）
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コロナ禍における課題（重複あり）



区 検討課題 課題の背景・要因 検討結果、課題解決に向けた取り組み 成果、今後に向けて

中
央
（
1
回
）

高齢者が孤立し
ない地域づくり
～コロナ禍にお
いてできること
～

・コロナの影響で外出を控えたり、地域

関係者の訪問を拒むケースがあり、心身

状況や生活状況の悪化が懸念される

各関係機関が、コロナ禍においても行われ

ている活動について共有

今後も継続して、新型コロナウイルス

への感染に注意をしながら参加できる

場についての情報提供、情報共有を行

う

北
（
1
回
）

コロナ時代にお
ける介護予防に
ついて

・コロナ禍により、今まで介護予防に取

り組んでいた高齢者も参加を過度に自粛

している

・集いの場の再開をしたくても感染対策

の方法がわからない

・高齢者が自身でセルフケアを行うことが

できるよう、介護予防の指針を作成する

・感染症対策の情報を周知する冊子を作成

し、通いの場再開に向けての支援を行う

介護予防手引き作成プロジェクト（包

括・予防センター・区）を編成し、左

記についての冊子を作成

コロナが落ち着いた後も長く活用でき

る冊子となるよう、感染症対策の情報

に関しては既存の資料を活用する。

東
（
1
回
）

コロナ禍におけ
る高齢者支援体
制
（書面開催）

・感染予防のため集いの場が減少し、孤

立した高齢者がフレイルになる危険性が

ある

・コロナウイルスやその予防方法につい

て正しく理解できていない高齢者が存在。

報道に振り回されている可能性がある

・フレイル予防を進める動機づけを検討し、

コロナ禍での新しい社会参加を提案してい

く

・直接会わなくても見守れる体制の整備、

周知の方法、ネット環境の活用が必要

フレイル予防、セルフケアをどう効果

的に高齢者に伝えていくかを検討して

いく。

・効果的な周知物の選定

・効果的な周知方法の検討（オンライ

ンだけでなく、高齢者が必ず立ち寄る

ところをピックアップしアプローチ）

白
石
（
１
回
）

コロナ禍におけ
る新しい生活ス
タイルを取り入
れた人や社会と
のつながり作り
（書面開催）

・コロナの影響で自粛期間が続き、心

身・認知機能の低下、社会との関わりが

希薄化し、フレイルが悪化している高齢

者が増えている。

・地域のサロン主催者が、コロナの影響

により、活動のモチベーションが低下し

ている。

・セルフケアの推進として、コロナ禍にお

けるフレイル予防の普及啓発が必要。

・通信制の教室開催や、オンラインによる

教室など集わなくてもできる介護予防の取

り組みが必要

・地域サロン主催者が、感染予防に留意し

て安心して集いの場を開催できるよう支援

が必要

・コロナ感染予防の啓発とともに、フ

レイル予防の普及啓発を推進する。

・集わなくても介護予防に取り組むこ

とができる仕組み作り（オンラインで

のサロンや教室等）

厚
別

コロナ禍におけ
る活動状況と課
題
転入高齢者に相
談先情報が届く
仕組みづくり

・コロナ禍において各団体が工夫して

行っている新たな活動により見えた課題

について情報共有することができていな

い

・区内に転入された高齢者が、相談先が

わからないことで相談が遅れてしまう可

能性がある

・各関係機関が、コロナ禍における活動状

況について共有

・コロナ禍において、各機関が工夫して情

報伝達を行う一方で、相談先がわからない

という声もあり、情報提供の強化が必要

相談先等に関する情報発信を継続する

とともに、オンラインを活用した情報

共有も進めていく
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令和２年度 各区地域ケア推進会議実施結果①



区 検討課題 課題の背景・要因 検討結果、課題解決に向けた取り組み 成果、今後に向けて

豊
平
（
1
回
）

豊平区の地域包括
ケアシステム構築
に向けた地域課題
の共有

・コロナ禍による自粛生活で生

活の不便さが浮き彫りになった

高齢者がいる

・（昨年度まで検討していた）

認知症以外にも必要な支援があ

るが、現状や課題が共有されて

いない

・「早期相談・早期支援」「介護予防」「生活習

慣病予防」の３つの課題を共有。認知症の周知活

動、介護予防活動に参加しやすい環境作りが必要

・介護予防事業の周知が不十分であるこ

と、介護予防の必要性が地域に理解され

ていないことが明らかになったため、今

後取り組んでいく

清
田

新型コロナウイル
スに負けない！正
しく予防しつなが
ろう！！

・コロナ禍で、認知症や体力低

下、体調不良や不安、介護負担

についての相談が増加している

・住民は、新しい生活様式でバ

ランスをとりながら、地域活動

を再開することへのジレンマを

抱えている

・各地区を対象にコロナ禍における活動について

アンケートを行い、課題、好事例を共有するとと

もに、「新たなつながり方」や「必要な支援」に

ついて検討

→地域活動の継続、再開の必要性は感じながらも、

長引くコロナ禍で葛藤が続いている。

→新たな手法の導入にはより具体的な例示が必要

・感染予防をしながらも、繋がりが途切

れることなく、互いを気遣い、支え合っ

ていくための取組が円滑に進むように考

えていく

・新しい生活様式の実践と通いの場の両

立のために、専門職の意見を取り入れな

がら具体化を目指す

南
（
１
回
）

介護予防の理解を
深める
～介護予防の必要
性と実際について
～

・各関係団体が、区内の介護予

防の現状や課題について明確に

共有できていない

・活動報告や意見交換を通して、介護予防の現状

や課題を共有。

・各委員の立場によって取り組む介護予防の段階

に違いがあり、介護予防の取組について情報共有が

図れていないことがわかった。

・各団体の介護予防の取組を整理した資料を作成

・介護予防の認識を一致させるため、介

護予防の取組を見える化し、各団体が連

携して取り組めることを検討

西

認知症にやさしい
まちづくりにむけ
て（前年度から継続）

コロナ禍での現状
と取組について

・認知症支援の取組について幅

広い世代に周知する必要がある

・コロナ禍で外出自粛により、

高齢者の機能低下がみられる

・認知症支援についての周知媒体（リーフレット、

ポスター）について、周知の機会や活用方法につ

いて検討

・コロナ禍でも工夫して介護予防やセルフケアの

取組をしていくことが重要。関係機関や地域と連

携して取り組む必要がある

・リーフレットを回覧、配架。リーフ

レットをきっかけに認知症サポーター養

成講座の開催や相談につながった事例あ

り

・フレイル予防とセルフケアの重要性、

取組の工夫について広く周知していく

手
稲

手稲区における介
護予防の推進に向
けて

・住民主体の通いの場における

効果的な介護予防活動を推進さ

せる取組が十分ではない

・閉じこもりがちな高齢者を支

援する仕組が少ない

・通いの場における効果的な介護予防活動を推進

させるため、具体的な取組について検討

・個人で取り組める介護予防についての啓発物の

作成と活用について検討

・会議後、介護予防に携わる区内関係機

関が定期的に情報共有を行っている

・自主運動グループが専門職から情報提

供をしてもらえる体制、グループ同士が

情報交換できる場づくりに向けて検討中

・地区組織を通して啓発物の回覧、配布
5

令和２年度 各区地域ケア推進会議実施結果②
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令和２年度 市地域ケア推進会議

委員の皆さまよりご意見をいただきたいこと

外出自粛等によりフレイルの危険性がある高齢者を把握し、
支援につなげるためには

適切なタイミングで包括等の相談機関につながることで、通い
の場への参加やケア会議での専門職からの助言、短期集中予防
型訪問指導事業（看護職、リハビリ専門職、栄養士による訪問
指導）の利用等、適切な介護予防の取組を行うことが可能

外出を自粛しているため、フレイルの危険
性について周囲が気づく機会が少ない

⇒接触した機会を逃さないようにするため
には

重症化するまで支援につながらない要因として推測されること

活動低下によるフレイルの危険性、および
介護予防事業や効果についての周知が不
十分
⇒効果的な周知方法は


